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働き方改革実行計画 

（平成 29 年３月 28 日働き方改革実現会議決定） 

 

＜関係部分抜粋＞ 

 

１．働く人の視点に立った働き方改革の意義 

（１）経済社会の現状 

４年間のアベノミクス（大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を

喚起する成長戦略）は、大きな成果を生み出した。名目 GDP は 47 兆円増加

し、９％成長した。長らく言葉すら忘れられていたベースアップが４年連続

で実現しつつある。有効求人倍率は 25 年ぶりの高い水準となり、史上初め

て 47 全ての都道府県で１倍を超えた。正規雇用も一昨年増加に転じ、26 か

月連続で前年を上回る勢いである。格差を示す指標である相対的貧困率が足

元で減少しており、特に調査開始以来一貫して増加していた子供の相対的貧

困率は初めて減少に転じた。日本経済はデフレ脱却が見えてきており、実質

賃金は増加傾向にある。 

（中略） 

 

（２）今後の取組の基本的考え方 

日本経済再生に向けて、最大のチャレンジは働き方改革である。「働き方」

は「暮らし方」そのものであり、働き方改革は、日本の企業文化、日本人の

ライフスタイル、日本の働くということに対する考え方そのものに手を付け

ていく改革である。多くの人が、働き方改革を進めていくことは、人々のワ

ーク・ライフ・バランスにとっても、生産性にとっても好ましいと認識しな

がら、これまでトータルな形で本格的改革に着手することができてこなかっ

た。その変革には、社会を変えるエネルギーが必要である。 

安倍内閣は、一人ひとりの意思や能力、そして置かれた個々の事情に応じ

た、多様で柔軟な働き方を選択可能とする社会を追求する。働く人の視点に

立って、労働制度の抜本改革を行い、企業文化や風土を変えようとするもの

である。 

改革の目指すところは、働く方一人ひとりが、より良い将来の展望を持ち

得るようにすることである。多様な働き方が可能な中において、自分の未来

を自ら創っていくことができる社会を創る。意欲ある方々に多様なチャンス

を生み出す。 

日本の労働制度と働き方には、労働参加、子育てや介護等との両立、転職・

再就職、副業・兼業など様々な課題があることに加え、労働生産性の向上を

阻む諸問題がある。「正規」、「非正規」という２つの働き方の不合理な処遇

の差は、正当な処遇がなされていないという気持ちを「非正規」労働者に起



 
 

2 
 

こさせ、頑張ろうという意欲をなくす。これに対し、正規と非正規の理由な

き格差を埋めていけば、自分の能力を評価されていると納得感が生じる。納

得感は労働者が働くモチベーションを誘引するインセンティブとして重要

であり、それによって労働生産性が向上していく。また、長時間労働は、健

康の確保だけでなく、仕事と家庭生活との両立を困難にし、少子化の原因や、

女性のキャリア形成を阻む原因、男性の家庭参加を阻む原因になっている。

これに対し、長時間労働を是正すれば、ワーク・ライフ・バランスが改善し、

女性や高齢者も仕事に就きやすくなり、労働参加率の向上に結びつく。経営

者は、どのように働いてもらうかに関心を高め、単位時間（マンアワー）当

たりの労働生産性向上につながる。さらに、単線型の日本のキャリアパスで

は、ライフステージに合った仕事の仕方を選択しにくい。これに対し、転職

が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣行を確立すれば、労働者が自分に

合った働き方を選択して自らキャリアを設計できるようになり、付加価値の

高い産業への転職・再就職を通じて国全体の生産性の向上にもつながる。 

働き方改革こそが、労働生産性を改善するための最良の手段である。生産

性向上の成果を働く人に分配することで、賃金の上昇、需要の拡大を通じた

成長を図る「成長と分配の好循環」が構築される。個人の所得拡大、企業の

生産性と収益力の向上、国の経済成長が同時に達成される。すなわち、働き

方改革は、社会問題であるとともに、経済問題であり、日本経済の潜在成長

力の底上げにもつながる、第三の矢・構造改革の柱となる改革である。 

雇用情勢が好転している今こそ、働き方改革を一気に進める大きなチャン

スである。政労使が正に３本の矢となって一体となって取り組んでいくこと

が必要である。多様かつ柔軟な働き方が選択可能となるよう、社会の発想や

制度を大きく転換しなければならない。世の中から「非正規」という言葉を

一掃していく。そして、長時間労働を自慢するかのような風潮が蔓延・常識

化している現状を変えていく。さらに、単線型の日本のキャリアパスを変え

ていく。 

人々が人生を豊かに生きていく。中間層が厚みを増し、消費を押し上げ、

より多くの方が心豊かな家庭を持てるようになる。そうなれば、日本の出生

率は改善していく。働く人々の視点に立った働き方改革を、着実に進めてい

く。 

（中略） 

 

 

３．賃金引上げと労働生産性向上 

（１）企業への賃上げの働きかけや取引条件の改善 

アベノミクスの三本の矢の政策によって、デフレではないという状況を
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作り出す中で、企業収益は過去最高となっている。過去最高の企業収益を継

続的に賃上げに確実につなげ、近年低下傾向にある労働分配率を上昇させ、

経済の好循環をさらに確実にすることにより総雇用者所得を増加させてい

く。 

このため、最低賃金については、年率３％程度を目途として、名目 GDP 成

長率にも配慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均が 1000 円

になることを目指す。このような最低賃金の引き上げに向けて、中小企業、

小規模事業者の生産性向上等のための支援や取引条件の改善を図る。 

また、中小・小規模事業者の取引条件を改善するため、50 年ぶりに、下

請代金の支払いについて通達を見直した。これまで下請事業者の資金繰りを

苦しめてきた手形払いの慣行を断ち切り、現金払いを原則とする。近年の下

請けいじめの実態を踏まえ、下請法の運用基準を 13 年ぶりに抜本改定した。

今後、厳格に運用し、下請け取引の条件改善を進める。産業界には、これを

踏まえた自主行動計画に基づく取組の着実な実施を求めていく。このフォロ

ーアップのため、全国に配置する下請けＧメン（取引調査員）による年間

2,000 件以上のヒアリング調査などにより、改善状況を把握し、課題が確認

されれば、自主行動計画の見直し要請など、必要な対応を検討し、実施する。 

 

（２）生産性向上支援など賃上げしやすい環境の整備 

賃上げに積極的な企業等を後押しするため、税制、予算措置など賃上げの

環境整備に取り組む。具体的には、賃上げに積極的な事業者を、税額控除の

拡充により後押しする。また、生産性向上に資する人事評価制度や賃金制度

を整備し、生産性向上と賃上げを実現した企業への助成制度を創設する。 

さらに、生産性向上に取り組む企業等への支援を充実させるため、雇用保

険法を改正して雇用安定事業と能力開発事業の理念に生産性向上に資する

ことを追加するとともに、雇用関係助成金に生産性要件を設定し、金融機関

との連携強化を図るなどの改革を行う。 

 

 

 


